








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































管 理 方 法管 理 者 数ツール企　業　名
Ｆはコンサル委託、他は自社事業ごとに何人かＦ／Ｌ／Ｔパナソニック
自社管理１人Ｆ／Ｌ／Ｔジェットスター
自社管理４人Ｆ／Ｌ／ＴJAL
自社管理２人Ｌ／Ｔゼンショー
自社管理２人Ｆ／Ｔサーティーワン
自社管理事業ごとに何人かＦ／Ｌ／Ｔベネッセ
自社管理20人弱Ｆ／Ｌ／Ｔ首相官邸
F：Facebook、L：LINE、T：Twiter
表３　調査データから、各ツールで得られる効果など特徴
効　　果　　・　　特　　徴ツ ー ル
ユーザー：30代～40代
アンドメディア
　・実名登録
　　＋炎上リスクが小さい
　・エンゲージメントの測定
　・誘導率の測定
　・ストック性が高い
　・仕様変更が多い
　　＋ソーシャルビジネスの変化に素早く対応できる
　　－企業での運営が大変
Facebook
ユーザー：20代～30代
ペイドメディア、もしくはオウンドメディア
　・スタンプによる認知度の向上
＋スタンプに工夫を入れることで普段のコミュニケーションの中で認知を
生むことができる
　　－スタンプ取得後のブロック率が高いため長く続かない
・LINE砲（クーポンにアドレスを貼り付けた結果アクセスが集中してサー
バーダウンする現象）
　　＋一瞬で多くの人に情報を発信できる
　　－サーバーがダウンするとクーポンを受け取れない人が続出する
　・費用がかかる
　　＋記事のチェックやセキュリティにより管理がやりやすい
　　－費用負担がかなり大きい
LINE
ユーザー：幅広い
アンドメディア
　・ライトなコミュニケーション
　　＋管理者側も緩くできる
　　－裁量権がないとタイムラグが起きやすい
　・即効性が高い
　　＋リアルタイムな情報が発信できる
　　－フローが速く、情報が届きにくい
　・拡散力が強い
　　＋多くの人にリーチできる
　　－拡散される内容がなければ拡散されにくい
　・CRM、アクティブサポート
Twiter
＋：メリット　　－：デメリット
　表１より、調査したすべての企業が、Facebookでのブランディングを重視していることがわ
かる。Twitterはコミュニケーションと情報拡散力が重視され、LINEはセールス・プロモーショ
ンとブランディングが重視されている。しかしKPIやKGIは企業やツールによって、多少異なっ
ている。これは、例えばFacebookでのブランディングといっても、ブランディングの方法自体
がいくつか存在するため、その方法によって指標とする数値が異なってくるためである。
　表２より、マネジメント方法は、調査した企業ではパナソニックを除いて自社管理であるこ
とがわかる。これは費用削減のためである。管理担当者の人数は１～４人程度の少人数か、20
人程度または事業ごとで管理するタイプに分かれている。違いが見られるとすれば、首相官邸
が大人数であること、事業部ごと運営するパナソニックとベネッセが自社管理かコンサルティ
ングか、というところである。
　表１と表２からでは、どのツールを利用し、どういう目的で、どのような体制をとれば有効
なマネジメントとなるかは特定できない。また、ファン数の差もあるため、傾向を捉えること
も難しい。事業内容や事業規模など他の要素を取り入れ、調査をより深めたり、広めたりする
ことで傾向をつかめる可能性はあるが、この表の情報だけでは判断できない。
　表３からは、各ツールともタイムラインなど同じような機能を持ちながら、Facebookは実名、
Twitterは140文字制限、LINEはスタンプやプッシュ機能という違いがあるだけで大きくその役
割が異なってくることがわかる。また、炎上などのリスクの大きさにも違いがある。企業にとっ
て有効な活用方法とは、これらのメリットやデメリットを踏まえたうえで利用することが重要
であるが、具体的にどのようにすればいい、という決定的な要素が不足している。各企業の具
体的な利用方法、すなわち記事の書き方や配信の期間などを要素として取り込めば、その傾向
からある程度、有効といえる利用方法を導き出せる可能性はある。
６．考　　察
６．１　効果に関する考察
　SNSが直接売上に大きく貢献することはあまりないようである。LINEはクーポンやキャン
ペーンで直接売上に貢献しているように見えるが、公式アカウントを利用するだけで十分な費
用をかけていて、大きなリターンが見込めるツールではない。SNSはあくまでブランディング
ツールであると捉えるべきである。
　「ブランディング」という言葉をより具体的にするならば、ストーリーやキャラクターなどの
コンテンツでユーザーに興味を持たせることで「認知」を発生させ、例えば街を歩いていて、
店舗でその商品を偶然見つけた時に「買ってみようかな」と思わせることである。ここで重要
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なのは、ファブリカへの調査でも述べられていた「SNSの属性に合わせた発信ができるか」、
「いかにコンテンツを作るか」および、「コンテンツをいかに持つか」である。
　Facebookでたった一言、それを何度もつぶやいたり、Twitterで140文字ギリギリの宣伝文を
投稿したりするのは、間違いではないが属性からは大きく外れたことであろう。仮にこれを行っ
た場合、Facebookは記事を流してしまうことでブランドイメージを悪化させる可能性があり、
Twitterは読まれないまま流されるケースが多くなるだろう。そういう意味では、ユーザーの
側も、ストック性や即効性といった特徴を無意識のうちに認識して利用しているともいえる。
ブランディングツールでありながら、それを悪化させてしまうというという点で、利用してい
ない企業が散見されるということが、調査した企業を見ても納得できる。
　逆に、LINEに関しては、そのプロモーション力を評価する企業が多かったが、ユーザー視点
で言えば、無料スタンプを獲得し、通知が必要でなければブロックできるため、ブランドイメー
ジが悪化する方向に行くことはほとんどないであろう。企業側としては、莫大な費用はかかり
つつも、イメージ悪化のリスクが少ないツールであり、むしろ最もブランディングしやすいツー
ルとも言えるだろう。FacebookやTwitterには決まった使い方がないため、どう使えば広まる
のかは企業の悩みどころであるが、LINEはある程度使い方が決まっていて、それが大きな爆発
力を持つという意味では、優れた機能を持つツールであるといえる。ただし、繰り返しになる
が、莫大な費用とは、企業経営にも影響を及ぼす可能性のある金額であり、担当者の腕が試さ
れるところである。
　筆者が使っている限りの話ではあるが、Facebookは雑誌のコラムのような、ちょっとした記
事のようなものがたくさん並んでいて、興味があれば読み、特になければ読まない。Twitter
は、人々のひとことやコメントがどんどん流れていき、何かが目に留まるということはほとん
どない世界である。LINEは基本的に友人とのコミュニケーション手段であり、企業からの通知
に関してはたとえクーポンがついていてもたいてい見逃している。筆者は、SNSを利用してい
ても、ほとんど読まない。どちらかというと見て楽しむ世界と言える。もし、このような意見
が多くの人々に共通しているのであれば、企業としては「いかに読ませるか」ではなく、「いか
に目を惹かせるか」「いかに目を疑わせるか」といったことをコンテンツの中に仕掛けていくべ
きであろう。そういうことは、SNSではないところ、例えば電車広告や看板広告で多く行われ
てきたはずである。今やマス広告ともとれるSNSで、視覚的な訴えは非常に重要であると見て
いる。リアルタイムな情報発信、例えば「期間限定」と訴える広告にしても、視覚的に魅力を感
じさせなければ、ターゲット全員を囲い込むことは難しい。リアルタイム情報で視覚的訴えを必
要としないのは、おそらく天気情報や運行情報、災害情報など生活に直接関わるものであろう。
　また、コンテンツの盛り上がりも時代の流れで変化していく。コンテンツに対する評価を基
に改善していけば良いが、SNSはコンテンツ評価などの効果測定が難しい。企業が頭を悩ませ
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るのは、このように費用対効果が不明確な部分である。しかし、明確ではないとはいえ、例え
ば、キャラクターを利用すればイメージアップを狙いやすい、LINEは利用頻度の高い商品なら
売上アップ効果は十分に見込めるなど、ある程度の傾向は様々な企業の事例を見れば掴むこと
ができる。他の企業の事例やコンテンツを見ることは今後の戦略を立案する上で参考になるこ
とは間違いない。
　効果測定が難しいツールとは言われながら、どの企業も何らかの数値は得ている以上、必要
な測定値を組み合わせることによって、KGIの指標を作成することができるだろう。本研究の
目標として、KGIの計算をどのように行うかによって、有効なSNS活用を見出すというところ
があるため、数値の組み合わせ方や計算の方法などは今後の課題となる。
６．２　マネジメントに関する考察
　リアルタイムで、かつ視覚的な訴えを、Twitterなら24時間、Facebookなら１日１回、LINE
ならそれができる最低限の費用で、マネジメント可能な体制を整えていく、という抽象的な結
論は見えてきたが、何を以って最低限の費用とするか、可能な体制の範囲など具体的な戦略提
言は、この調査結果では十分には得られていない。
　パナソニックとベネッセの違いについて、コンサルティング会社を経由すると、担当者の負
担が減る。具体的に減る項目としては、データや情報の収集による記事内容改善の方向性を定
めることであった。ここでいうコンサルティングとは、ファブリカのようにSNSスタートアッ
プを支援するものではなく、運営そのものをコンサルタントに任せているという意味である。
当然ながら費用という欠点がある。LINEほどの費用がかかるかはコンサルタント次第ではある
が、Facebookの仕様の変遷を見ていくと何度も仕様変更を繰り返して現在の形に至っており、
それに伴って規定も随時変更されている。この変更に対して企業のページが規定違反になった
りすることは、パナソニックのインタビューのときにはないとは言えないということだったた
め、変化に対して素早く対応できるという点でも、コンサルティングを依頼する価値はある。
　自社管理の利点と欠点はその逆である。費用はかからないが、負担が大きい。また、コンサ
ルティング会社を利用すれば、記事内容のチェックも可能となり、そのプロセスの質を客観的に
見れば、自社管理の記事のほうが炎上などのリスクを高め、ブランドイメージの悪化のリスクも秘
めている。しかし、今回の調査結果では、自社管理を行っている企業の方が圧倒的に多かった。や
はり企業としては、効果測定の難しいものについて費用をかけていくことは避けたい方針であろう。
　また、細かい話ではあるが、記事の書き方のルールなども、企業により異なる。これは効果
にも関連することだが、ルールに縛られて管理を大変にし、Twitterに関して24時間ユーザー
に対応できるツールであるために、そういう部分で自社管理するか、コンサルティングに依頼
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するかでもまた変化することであろう。いずれにせよ発信者が人間であり、機械が自動的にユー
ザーに対応してくれるわけではない。これは課題でもあり、今後のデジタルマーケティングの
発展の可能性に期待する部分でもある。どのようにして費用を抑え、素早く、リアルタイムを
発信していくか、現在はまだ発展途上と言っていい。
６．３　そ の 他
　本稿で調査し、分析と考察を行ってきたことをより具体的な数値で落とし込み、モデルを作
ることで、研究の次の課題が見えてくるだろう。未だ研究の余地があり、また今後新たなSNS
が登場すれば、その特性について分析し、改めてその効果について検証し直していくべきであ
ろう。いずれにせよ、SNSの変化のスピードに対して「時間が待ってくれない」のは、おそら
く永遠の課題である。
　重要なことは、先行研究にもあるとおり、マーケティングにおいてデジタルは欠かせない存
在になったということである。実店舗には窓口の営業時間はあっても、インターネットの世界
は24時間365日開いた状態にあるので、営業時間外、もしくは窓口から離れた場所でダイレクト
にマーケティングを行える状況にある。SNSと呼ばれるものはその中で使用されるかどうか取
捨選択されるものであり、決して必ず使用されなければならないものではない。強いて言うな
らば、リアルタイム性や即効性、爆発力を備えたマーケティングツールの一つとして、広報担
当者が利用するかしないかを、経営者と相談しながら扱っていくべきものである。
７．結　　論
　本稿では、企業がマーケティング戦略としてソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）
を活用する場合に、そのマネジメントの方法と費用に着目し、どのような効果が得られるのか
を企業の事例を調査分析し、有効な活用方法とマネジメント体制を明らかにした。
　Facebookはブランディング、Twitterはコミュニケーション、LINEはプロモーションに適し、
それに合ったコンテンツをどうやって作っていくかが重要であるが、どの企業も、コンテンツ
の作り方には理解があり、コンテンツを所持しているが、それをSNSに反映するマネジメント
に問題を持っていることが明らかになった。特に、SNSの運用コストが原因であり、いかにし
て効果の測定をして、費用対効果を向上させるかが重要である。
　今後の研究の課題はその費用である。コンテンツにかける制作費、人件費、またLINEの運営
費は決して安くない。費用対効果をプラスに持っていくために、効果測定によるコンテンツの
改善は不可欠である。難しいとされる効果測定をいかに行うか、今後の課題である。
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